
国際標準化人材育成における 
「求められる人物像・現在の取り組み・現在の問題点」 

平成28年6月19日 
 

経済産業省産業技術環境局 
基準認証政策課 

中山 文博 

画像電子学会第44回年次大会 企画セッション 
「今、国際標準化教育とは」 



１．標準化戦略を取り巻く 
環境の変化 



知財と標準の関係 ～オープン・クローズ戦略～ 
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標準化は、技術を他者に利用してもらうことで市場を創出・拡大するための仕組み。 
標準化と知財活用はイノベーションにとって車の両輪。新たな技術や製品を、競争力を持

続しつつ、速やかに普及させて事業を成功させるには、標準化すべき技術とそうでない技
術（知財、ノウハウ）を峻別するオープン・クローズ戦略が重要。 

競争法※ 

知的財産権 標準化 

共同行為の禁止／ 
共同行為 

自由な権利行使／ 
一定の制約 

独占／広く普及 
→ オープン・クローズ戦略 

知的財産権・標準化との関係 

非競争領域 

出所：池田弁護士資料（平成27年12月16日 日本知財学会第13回年次学術研究発表会）
を基に経済産業省作成 

オープン・クロース戦略 

※知財と標準を考える上で、独禁法上の問題が生じる場合あり 



標準化の類型 標準と特許の組み合わせ 
（典型例） 

具体的事例 
（出所：「知財と標準化の戦略事例分析（2014年版）」（経済産業省）） 

① 
製品の仕様 
の標準化 

 

自社特許を含めて標準化 Blue-ray Disc 〔パナソニック・ソニー他〕 
 
・ブルーレイディスクの仕様を国際標準化。 
・標準に対応するために必要な特許は、無差別かつ安価にライセンス。 

② 
インターフェイス部分 

の仕様の標準化 

自社特許等の周辺インター
フェイスを標準化 

QRコード 〔デンソー〕 
 
・QRコードの基本仕様を標準化し、無償で提供。 
・QRコードの読み取り技術はブラックボックス化し、 
 読み取り機やソフトウェアを有償で販売。 
 
⇒読み取り機では国内シェアトップを獲得。 

③ 
性能基準・評価方法 

の標準化 

自社特許等を含む製品の 
評価方法を標準化 

水晶デバイス 〔日本水晶デバイス工業会〕 
 
・業界全体で、水晶デバイスの 
 品質評価基準をIEC化。 
 
・デバイスメーカーは、製造技術を 
 ブラックボックス化し、競争力維持。 

標準 
特許 

特許
等 

標準 

標準 

特許 
等 

評価 

QRコードは
標準化し 
無償化 

読み取り機で
収益確保 

ライセンス 
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日本企業だけが製造可能な 
高品質なものを区別する等級を設定 

オープン・クローズ戦略の例 ～知財・標準化戦略の3類型～ 



（参考）標準化の活用事例  

 
○ロボット技術は産業分野だけでなく、介護・福祉など生活分野での活用が期待されているが、 

生活支援ロボットの安全性に関する国内外の規格策定は未整備であった。 
 

○このため、生活支援ロボットの安全性に関する標準を日本主導で整備、2014年２月に 
国際標準化。これによって生活支援ロボットの市場が拡大し、輸出の増加も見込まれる。 

生活支援ロボットの安全性（国際規格） 

 
○光触媒は、細菌等の有害物質を除去することができる材料。しかし、抗菌等の機能 

を消費者が目視で判断できないため、その評価方法の確立が必要であった。 
 
○日本の提案に基づき、性能評価のための試験方法を国際標準化したことにより、 

製品の差別化ができるようになり、市場規模の拡大（平成14年度：300億円 →  
平成25年度：900億円）にも貢献。 

光触媒の機能（国際規格） 

 
○現在、多くの形態安定加工繊維製品が市場に出回っているが、 

消費者が効果の大きい製品を選んで購入することは困難。 
 
○そのため、形態安定の程度を等級別に盛り込んだＪＩＳを策定中。 
 
○これにより、消費者の利便性向上を図るとともに、優れた形態安定加工 

繊維のさらなる市場拡大に貢献。 

形態安定加工繊維製品の等級分け（国内規格） 

シワが少ない シワが多い 

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 

光触媒を用いたTOTOの 
ウォシュレット型便器 

ロボットスーツHAL福祉用 
（サイバーダイン） 
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 経済的波及効果の大きい社会システムに関連する分野や、我が国が技術的優位を有しながらも
国際的な競争に晒されている先端技術分野では、標準化対応の遅れが国内外の市場の喪失に
直結。＜先端分野における国際標準化＞ 

 地域の中堅・中小企業の優れた技術・製品を発掘し、標準化を通じた国内外市場認知度向上、
すなわち事業拡大支援を実施。＜中堅・中小企業による標準化＞ 

標準化戦略の方向性 

＜先端分野における国際標準化＞ ＜中堅・中小企業による標準化＞ 

 「社会システム標準」の国際標準化 
 

・スマート・マニュファクチャリング（インダストリ4.0） 
・IoT/ビッグデータ 
・自動走行システム 
・スマートグリッド 
・高齢化社会対応 

 
 「最先端技術」の国際標準化 

 

・生活支援ロボット 
・水素関連技術 
・「質の高いインフラ」 

 大成プラス（株）（従業員43人）の例 

金属と樹脂を、接着剤に比べ非常に高い強度で接合させる技術を開発。 
 
＜課題＞性能を客観的に証明できず、新市場開拓の壁に直面。 
 
 
＜知財・標準化戦略＞ 
• 標準化：自社接合技術の強度の評価方法  

          → 国内外での認知度と評価データの信頼性を向上 
• 知財：製造装置・製造用溶液等  

          → ライセンスにより同業者を含め国内生産体制を確立 
• ノウハウ：生産技術（パラメーター（温度、時間など））  

          → ノウハウを秘匿化し、同業者に対する競争力を維持 
 
 

国際標準化を機に、国内外で自動車・航空機分野に参入。 
5 （資料）「知財と標準化の戦略事例分析（2014年版）」（経済産業省）より抜粋 



エネルギー分野 製造プロセス分野 
スマートグリッド/ 
エナジー/シティ 

Big Data 

Industry 4.0 

【ISO/IEC JTC 1 
JTC 1（議長：米） 
JTC 1/WG 9（主査：米） 

IoT 
【ISO/IEC JTC1】 
WG 10（主査：韓） 

【IEC】 
SMB/SyC（ｼｽﾃﾑ委員会）（議長：独） 

 複数の分野において、個々の製品・技術の標準化のみならず、市場構造そのもの（システム）の
国際標準化の検討が開始。 

福祉・介護分野 
（高齢化社会対応） サービス分野 高齢化社会ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ 

【ISO】 
TMB/IWA（国際ワークショップ協定）（日英共同提案） 

【IEC】 
・MSB/Project Team（Factories of the future： 議長：米） 
・SMB/SG 8（戦略ｸﾞﾙｰﾌﾟ） 
（Smart Manufacturing：議長：米独）各TC 
【ISO】 
・TMB/SAG（戦略諮問グループ）- Smart Manufacturing - 

（参考）社会システムに関する国際標準化の状況（全体像） 

【IEC】 
・SMB/SEG1（ｼｽﾃﾑ評価ｸﾞﾙｰﾌﾟ） 
  （スマートシティ：議長：日） 
・SMB/SyC（ｼｽﾃﾑ委員会） 
  （スマートエナジー：議長：仏） 
   ・各TC 

AAL 
（Active Assisted Living） 
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 市場戦略評議会 
    ・プロジェクト・チーム “工場の将来” 
 
 標準管理評議会 
    ・第８戦略グループ “第４次産業革命／スマート製造” 
        ・各技術委員会（*） 
      例：第６５技術委員会（工業用プロセス計測制御）  
 
       

 ＩＥＣ（国際電気標準会議）、ＩＳＯ（国際標準化機構）では、「スマート・マニュファクチャリン
グ」「第４次産業革命」の国際標準をめぐる議論が本格化。 

議長：Tyco 

議長：Rockwell Automation 
Siemens 

議長： Deutsche Telekom 

 技術管理評議会 
    ・戦略アドバイザリーグループ “第４次産業革命” 
 
    ・各技術委員会（*） 
      例：第１８４技術委員会 
                             ”オートメーションシステム及び 
                              インテグレーション” 

* 要素技術の国際標準を策定する委員会 

議長： Siemens 

（出典）法政大学・西岡靖之教授資料 
議長： Schneider Electric 

会長：野村淳二 

会長：張暁剛 

（参考）「スマート・マニュファクチャリング」に関する動き 
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40歳未満 
50歳代 
60歳以上 

電気・電子機器 
輸送機器 
医療機器 

機械 
建築材料及び住宅設備 

素材 
IoT・ビッグデータ 

その他 
全体 

① 大きく増えた ② 多少増えた ③ どちらともいえない ④ 多少減った ⑤ 大きく減った 

 「サムスンは標準化部門に150人
を配置し、7,200万 ドルを使用」 

 「人事評価に標準化への取組が
入っており、技術者が熱心に活動」 

出所：企業ヒア、JETROソウル 知財
ニュース 

韓国（サムスン） 

中国 国際会合への参加者の年齢 

出所：各国際標準化機関HPより 

国際標準化機関（ISO/IEC・
ITU）における要職を確保。 
- ISO会長：張暁剛 氏    

（鞍山鋼鉄集団董事長） 
- IEC副会長：舒印彪 氏   

（中国国家電網公司総経理） 
- ITU事務総局長：趙厚麟 氏

（元通信系官僚） 

20歳代 
30歳代 
40歳代 
50歳代 
60歳以上 

3% 

29% 

27% 

40% 

1% 

Q. 最も中心的な役割を担っている        
   参加者の年齢 
中国 出所：国内審議団体へのアンケート 

20歳代 
30歳代 
40歳代 
50歳代 
60歳以上 

15% 

30% 46% 

9% 

韓国 

40代以下が6割 

40代以下が4.5割 

国際標準化活動における中国・韓国の影響力の増大① 

ISO/IEC国際幹事引受数の推移 

中国・韓国の過去3～5年の影響力の変化 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

電気・電子機器 
輸送機器 
医療機器 

機械 
建築材料及び住宅設備 

素材 
IoT・ビッグデータ 

その他 
全体 

中国 

韓国 

素材、電気・電子機器、
機械の比率が高い（約
4～5割） 

 

機械、IoT・ビッグデータ、
医療機器で増大と回答
した比率が高い（約4
～5割） 52% 

43% 

5% 日本 40代以下は5% 

0

50

100

150

200

'05 '06 '07 '08 '09 '10 '11 '12 '13 '14

アメリカ 

ドイツ 

イギリス 

フランス 

日本 

中国 

韓国 

中国：10年で6倍 

韓国：10年で2倍 

8 

 中国・韓国は、国際標準化機関の要職への就任や企業単位の標準化体制の強化等により、 
  その存在感・影響力が大きく増加。 



 「ヨーロッパ全体、特に独は中国をうまく利用して日本を牽制しようとするしたたかさがある。」（電気・電子機器） 
 「自国開催の会議において、多くの自国規格のISO化を図っている。」（機械） 
 「プラント建設等、中国の産業の海外進出に有益と思われる分野での規格制定に熱心。」（その他） 
 「通訳として若手を多く参加させているが、年を経るとともに単なる通訳ではなくロビイストとして成長。」（機械） 
 「規格の規定値や評価指標など、ノウハウ流出につながる最先端の規格提案をしてくる。」（素材） 

国際会議参加者の主な声 

国際標準化活動における中国・韓国の影響力の増大② 

〈
共
通
〉 

〈
韓
国
〉 

 「日本が後手にまわり、韓国に先に手を上げられて委員会の幹事をとられた。」（電気・電子機器） 
 「若手参加者からは、「自国製品の仕様を世界基準にしよう」という意気込みを感じる。」 （医療機器） 
 「ヘッドハンティングした欧州人をIEC会議に積極的に参加させ、規格変更を実施。」 （電気・電子機器） 
 「財政的に厳しい国の組織のスポンサーとなり、その国に提案させている。」（IoT・ビッグデータ） 
 「ISO規格を自社および自国のイニシアティブで作成することによって、プロセス認証事業を国際的に普及する際の中心

的役割を担い、大きな利益を得ようとしている。」（IoT・ビッグデータ） 

 「非常に若いメンバーを出してくるので、10年、20年後に中国・韓国が中心になるのではないかという危惧がある。」
（電気・電子機器） 

〈
中
国
〉 
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 中韓ともに、意思決定のスピードが格段に速い。また、欧米と連携し、戦略分野での国際 
標準化活動に熱心。さらに、非常に若いメンバーを派遣し中長期的な視点で人材を育成。 

 中長期的には、我が国における標準化専門家の世代交代が行われるタイミングで、実力面において
中国・韓国の追い上げを許す可能性がある。 

  →若手標準化人材の育成、経営層を含めた企業内の十分な理解の浸透、 
   企業内の標準化体制の強化が必要。 



２．「国際標準化人材育成」のあり方 
 

～求められる人物像・現在の取り組み・問題点～ 



 

「標準化人材」とは何か？ 
 中国・韓国は、国際会合に参加する若手の増加、国際標準化機関の要職への就任等により、そ

の存在感が大きく増加。 
→ 中長期的には、我が国標準化専門家の世代交代のタイミングで、国際規格の原案作成と国際

交渉を行う人材（標準化エキスパート）が不足し、中国・韓国の追い上げを許す可能性。 
 また、オープン・クローズ戦略の重要性の高まりの中で、大企業や中小企業を問わず、事業戦略の

中に知財・標準化戦略を位置づけ、市場を拡大する事例が出始めている。 
→ しかし、多くの企業では、標準化の重要性等の理解不足から、事業・経営の一部として知財・標

準化戦略を描ける人材（標準化戦略マネジメント人材）の層が薄く、標準化活用に支障。 
→ また、企業等に入ってからではなく、産学官が連携して、学生の段階から標準化の素養を身につ

けた「裾野人材」も必要。 

「標準化人材」の分類 
分類 例 想定される対象 

標準化戦略 
マネージャー 

事業・経営の一部として知財・標準化戦略を
描く人材 

主に企画系（経営層、経営企画部門、営業
部門、知財部）、標準化パートナー機関（金
融機関、弁理士等） 

標準化エキスパート 標準化策定（※）に直接関わる人材 
※国際規格の原案作成や国際交渉 

エンジニア（研究開発部門、事業部門）、研
究者 

裾野人材 将来的に上記いずれか人材になることが期待
される人材 

高等教育段階の学生（大学・大学院、専門
職大学院（文系・理系問わず）） 

出所：「知的財産人材育成総合戦略」（2006年1月30日、知的財産戦略本部）上の「知財人材」の分類を元にMETI作成 11 



 

各セクターで求められる「標準化人材」、現状の課題（個人的見解） 

企業・産業界 研究機関 大学・大学院 

経営層 
（社長、CSO等） 戦略部門 エンジニア 

部門 
主任・担当 

研究員 
（研究者） 

教授/博士 
(研究者) 

学生 
（学部・院） 

目指すべき 
「標準化人材」 

「標準化戦略 
マネージャー」 
•経営戦略等を
考慮し、標準化
戦略案をレ
ビュー、意思決
定 

「標準化戦略マネージャー」
「標準化エキスパート」 
•標準化戦略の立案、関係
機関への働きかけ、原案
作成・交渉 

 

「標準化エキスパート」 
•研究開発に関する標準化の原案作成・交渉 

「裾野人材」 
•将来、企業・
研究機関・大
学等で標準
化人材になり
得る者 

課題設定 

•標準化の重要
性に対する理解
が不足 

•中小企業等で
は特に標準化
人材が不足 

•経営層と事業・研究開発
部門との橋渡し機能が不
足 

•若手人材が不足 

•若手標準
化人材が
不足 

•標準化業
務の見える
化が課題 

•標準化に
関わる研
究者の質
的・量的拡
大が必要 

•標準化の重要
性に対する理
解が不足 

•標準化を学ぶ
機会が不足 

•学生が標準
化を学ぶイン
センティブが不
明確 

•標準化を学ぶ
機会が不足 

解決策 
（教育施策） 

    産・官・学それぞれのセクターが連携して、 
標準化教育を実施する必要 

対象（for） 

12 



 ISOやIECといった国際標準化会議での標準化をリードするのは産業界の人材。そのため、企業や
業界における標準化人材の育成・強化が重要。 

 国際標準化の実務知識や交渉力等を備えた人材を育成するための「ISO/IEC国際標準化人材育
成講座（通称ヤンプロ研修）」を実施（募集期間：5/24～6/24、開催期間：7～8月）。 

 若手人材等の標準化スキル・ノウハウの体得も兼ね、若手人材等を海外で行われるISO/IECの国際
標準化会議に派遣する際の渡航費用等を国として負担（「平成28年度戦略的国際標準化FS事
業に関する要望調査」、募集〆切：6/30）。 

 幹事国業務を担うなどの国際標準化の中核人材を世代を超えて確保するため、業界団体や企業に
おいて、キャリアパスを考慮した、計画的な人材育成を強化。 

 日本規格協会（JSA）において、企業各層（管理職、営業職、初任者など）を対象とした階層別
標準化研修、国際標準化の実務知識等を短期間で習得できる研修プログラムを整備。 

若手標準化人材の育成 

企業各層への標準化研修の整備 

業界団体における中核標準化人材の確保 
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 産業界が活用できるよう、標準化人材に係る新たな資格制度を平成29年度に創設することを念頭に、
JSAを中心に検討。 

標準に関する資格制度の創設 

施策１．企業や業界団体における標準化人材の育成 



（参考）国際標準化人材の育成支援 
 30歳代／40歳代の若手を積極的にISO／IECの会合に派遣する中国、韓国と比較  

して、日本は若手人材を含む後継者の育成に課題。 
若手人材等の標準化スキル・ノウハウの体得も兼ね、若手人材等を海外で行われる

ISO/IECの国際標準化会議に派遣する際の渡航費用等を負担する予算措置を、平成
28年4月に創設。 

これまでISO/IECの国際標準化会議に参加したことがなかった者であり、以下をすべて満たすこと。 
 国内審議団体・委員会から推薦された者 
 50 歳未満 
 派遣予定者のエキスパート登録（初登録に限る） 
 英語力（ＴＯＥＩＣ ７００点相当以上） 
 国内審議団体・委員会が了承したFS等の報告書を提出できる者 
 今後、国際標準化業務に積極的に従事する計画がある者 

＜予算措置要件＞ 

平成28年6月30日 

＜募集〆切＞ 
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 知財・標準化戦略を経営・事業の中に位置づけて戦略的に活用するため、標準化に関する全社的
な戦略の推進を担う最高標準化責任者 CSO（Chief Standardization Officer）の設置
等により、企業内体制を強化。（現在63社。次項参照） 

最高標準化責任者（CSOのイメージ） 

施策２．企業の標準化体制の強化 

 グローバル企業が、現地法人を通じて複数国の標準化機関の
代表に。その結果、同じ企業が国を超えて複数票を獲得。 

欧米による戦略的な国際標準化の例 

「特定欧州企業の社内会議の
ような状態になっている」 

出所：三菱総合研究所「欧米地域標
準化機関調査」（平成28年3月） 
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株式会社 ＩＨＩ 
愛知製鋼 株式会社 
ＩＤＥＣ 株式会社 
旭化成せんい 株式会社 
旭硝子 株式会社 
旭ファイバーグラス 株式会社 
アズビル 株式会社 
エリーパワー 株式会社 
川崎重工業 株式会社 
株式会社 環境経営総合研究所 
キャノン 株式会社 
株式会社 クボタ 
株式会社 クラレ 
ＫＢセーレン 株式会社 
株式会社 神戸製鋼所 
コニカミノルタ 株式会社 
ＪＦＥスチール 株式会社 
株式会社 島津製作所 
シャープ 株式会社 
新日鐵住金 株式会社 
新日鐵住金ステンレス 株式会社 

スガ試験機 株式会社 
住友化学 株式会社 
住友電気工業 株式会社 
積水化学工業 株式会社 
ソニー 株式会社 
ダイキン工業 株式会社 
大成プラス 株式会社 
大同特殊鋼 株式会社 
大日本プラスチックス 株式会社 
ダイワボウホールディングス 株式会社 
ＷＰＣコーポレーション 株式会社 
株式会社 チノー 
帝人 株式会社 
東京電力 株式会社 
東光高岳 株式会社 
株式会社 東芝 
東洋紡 株式会社 
東レ 株式会社 
株式会社 ニコン 
日産自動車 株式会社 
日新製鋼 株式会社 

日本冶金工業 株式会社 
日本板硝子 株式会社 
日本高周波鋼業 株式会社 
日本電信電話 株式会社 
パイオニア 株式会社 
パナソニック 株式会社 
パナソニック 株式会社 エコソリューションズ社 
日立アプライアンス 株式会社 
株式会社 日立製作所 
株式会社 フードランド 
富士ゼロックス 株式会社 
富士通 株式会社 
富士電機 株式会社  
丸一鋼管 株式会社 
三菱電機 株式会社 
三菱レイヨン 株式会社 
株式会社 安川電機  
ユニチカ 株式会社 
横河電機 株式会社 
株式会社 ＬＩＸＩＬ 
和光純薬工業 株式会社 計63社 

（参考）CSO（標準化に関する全社的責任者（役員クラス））を設置している企業 

16 



施策３．標準化に関する裾野人材の拡大 ～大学における標準化講座拡充 

企業の技術開発、品質管理担当者 
大学・研究機関の研究者 

技術系人材 

 全国各地での「標準化」講座の拡充により、「標準化」を事業・経営の一部として認識できる若
手人材を、企業、研究機関等に幅広く、継続的に育成、供給。 

 各企業等において、技術職のみならず、経営企画、営業等の事務職への浸透を図る。 

企業の経営企画、営業、法務担当者 
銀行員、弁理士、コンサルタント 

事務系人材 

企業経営者 
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大阪工業大学 
大阪大学 
大阪府立大学 
桜美林大学大学院 
金沢工業大学 
金沢工業大学大学院 
関西学院大学（MBA） 
九州大学 
慶応義塾大学 
産業技術大学院大学 
芝浦工業大学専門職大学院（MOT） 

首都大学東京 
産業技術大学院大学 
信州大学 
中部大学 
電気通信大学 
東京工業大学 
東京農工大学（MOT） 
東京大学 
東京理科大学 
同志社大学 
長岡科学技術大学（修士・博士） 

※ 平成28年4月1日時点で基準認証政策課が把握しているものに限る 
※ 下線（黒）は平成27年度に通期講座があるところ、下線（赤）は平成28年度に通期講座等の開設を予定しているところ 

平成27年度又は平成28年度に標準化講座を開講する大学 

 経済産業省からは、単発の講座開設のみならず、文科系、理科系問わず、各大学（工
学系、経営学系等）における複数回～通期の標準化講座の開設についても働きかけ。 

 平成28年度は、大阪大学、金沢工業大学、長岡科学技術大学、名古屋大学、 山口
大学、横浜国立大学において、新たに講座が開設される予定。 

名古屋大学（学部・院） 
日本工業大学専門職大学院（MOT） 
日本大学 
一橋大学 
北陸先端科学技術大学院大学 
山口大学(全学部) 
山口大学専門職大学院（MOT） 
横浜国立大学院（工学系、MBA） 
早稲田大学（MBA） 

（参考）大学における標準化講座拡充の取組状況 
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例２．山口大学（学部） 
 平成28年度から、全学共通の知財プログラムの中に、特許法

や意匠法と並び、標準講義を新設（全8コマ）。 
• 対象：1年生全学部（約2,000人） 
• 内容：著作権と産業財産権の基礎 

展開科目 展開科目 展開科目 

• 対象：2～4年生 ※選択科目 
• 内容：学生の専門領域に関連した授業 

ものづくりと知財 知財情報の活用 コンテンツと知財 

展開科目 展開科目 展開科目 

• 対象：2～4年生 ※選択科目 
• 内容：知財に関する法律等に特化した授業 

意匠法 商標法 特許法 

展開科目 
標準・標準化 

展開科目 
不正競争防止法 

例１．金沢工業大学大学院 
 平成27年度、金沢工業大学大学院知財マネジメント

プログラムにおいて、標準講義を実施中（全16コマ）。 

講義回数 授業内容 

1, 2 標準・標準化（国際・国家標準）の基礎知識、
概念・定義、標準・標準化の目的及び役割 

3, 4 
標準・標準化（国際・国家標準）の具体例、
メリット・デメリット  
ゲストスピーカー①  

5, 6 標準化の策定手順（概論）  
ゲストスピーカー② 

7, 8 国家規格（JISマーク制度等） 
ゲストスピーカー③ 

9, 10 標準・標準化の経済的側面、法律的側面 

11, 12 標準と認証 
ゲストスピーカー④ 

13, 14 標準化と知的財産権との関係性（パテントポリ
シー、独禁法、パテントプール） 

15, 16 期末レポート発表、討議 

全学必修知財科目 平成27年度開講「技術標準化要論」の講義スケジュール 

出所：山口大学提供資料を基に経産省作成 

（参考）大学における標準化講座の取組例 
 標準の基礎知識や標準と知財との関係などについて、複数回～通期の講座を開講。 
 山口大学では、知財関連法と並ぶ主要科目として標準化講座を位置づけ。 

出所：金沢工業大学HPより 19 
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